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「JPX日経インデックス400」構成銘柄に選定
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第1章

* 2025年8月8日付「レオパレス21、「JPX日経インデックス400」構成銘柄に選定」

https://www.leopalace21.co.jp/news/2025/0808.html


会社データ
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設立 1973年8月17日

資本金 1億円

代表者 代表取締役社長 宮尾 文也 

従業員数 連結 4,081名 単体 2,860名 （2025年6月末時点）

発行可能株式総数 750,000,000株

発行済株式総数 334,415,678株

株主数 36,860名 （2025年3月末時点）

第1章



ビジネスモデル
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開発事業と賃貸事業の、両輪のビジネスモデル

第1章



ビジネスモデル
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第1章

日本に存在する29㎡以下の単身住宅は
約10世帯に1世帯がレオパレスである



全国上場企業の
73%が当社を利用

*国内の証券取引所（東証、名証、札証、福証）に上場されている企業様2,952社(73%)の利用実績
（2025年3月末自社調べ）

レオパレス21の賃貸の特徴
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第1章



◆窓口の一本化
社宅の窓口を全国各地の不動産屋ではなく当社
に一本化することにより、社宅担当者の手間がはぶ
け、業務負担を削減。

◆全国同水準の物件
均一化された間取りで全国展開していることから、
社員間で不公平感なく社宅利用が可能。

◆経費の削減
 貸主が当社であることから、一般の仲介取引で発
生する仲介手数料が不要。また、個々の家主では
なく振込み先を一本化することで、経費を削減。

なぜ、全国上場企業の73%も利用するのか？
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第1章 企業の寮・社宅として選ばれる理由

法人

64.6%

（308,613戸）

個人

28.8%

学生

6.6%



家具・家電付き物件の提供

洗濯機

薄型テレビ

エアコン

電子レンジ

ローテーブル 冷蔵庫

全国ビジネスホテルの対抗となりえる統一仕様レジデンス
54万世帯は他に乏しく、一両日で他に現れない

第1章
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数字で見るレオパレス21

②入居率

87.57%

①管理戸数・棟数

545,727戸

業界 4位

34,555棟

11

85.56%

25/3期平均

25/3期末

③法人契約戸数

308,613戸

シェア

④スマートロック設置戸数

64.6%

* 2 0 2 5 年3 月末 時点

⑧営業利益⑤オーナー数

約26,600名

⑦売上高

4,318億円 292億円

第1章

約31万戸
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売上原価・販管費の推移第2章

（億円）

【18/3-23/3期】
人件費が

約186億円減少

【21/3-22/3期】
賃貸80店舗を

統廃合

【19/3-23/3期】
全社的な

販管費の抑制

【22/3-23/3期】
家賃適正化の進捗により

大幅減少

【20/3期～】
新規受注の停止により

開発事業原価が減少傾向

売上原価 販管費

18/3期 25/3期 18/3期 25/3期

4,347億円 3,545億円 731億円 480億円

▲802億円 ▲251億円

*施工不備問題の発覚直前 *施工不備問題の発覚直前

（億円）

痛みを伴うコスト削減を実施

4,347 4,289 

4,081 

3,878 

3,522 3,531 3,538 3,545 

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期

731
688

619

502

443 434
455

480

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期



売上高構成比の変化
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第2章

2009年3月期 2025年3月期2018年3月期

リーマンショック後
施工不備問題の発覚直前

リーマンショック前 施工不備問題の発覚以降

* 2021年3月期より、開発事業を賃貸事業に統合。

賃貸 開発 シルバー その他 調整

7,332億円

売上高

5.4%

49.0%

5,308億円

売上高

82.0％

2.4% 1.1%

14.4%

0.3%3.2%

96.5％

4,318億円

売上高

賃貸事業の収益力強化へ、事業戦略を転換

45.6％



業績推移第2章
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（億円）

構造改革継続、22/3期から営業黒字基調

3,591
2,370

1,078 629 533 631 613 741 803 765 589 238

3,345

3,423

3,557

3,790

3,836

3,8853,993

4,1064,2134,355

4,263

3,8893,9193,830

501

-297
-244

33
74

134 148
210 228 229

73

△ 364
△ 291
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-400

-200

0

200

400

600

800

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

09/3期 11/3期 13/3期 15/3期 17/3期 19/3期 21/3期

賃貸 開発（旧建築請負） その他 営業利益

リーマンショックの影響により、
2期連続の営業損失

中長期的に安定的な収益体質を目指し、
賃貸事業中心のビジネスモデルにシフト

施工不備問題
の発覚

構造改革の継続

コロナ影響

3,345
3,423 3,557

3,790

3,836

3,885 3,993

4,106 4,213 4,355

4,263

3,889 3,919 3,830
3,914

4,074 4,169

3,591

2,370

1,078 629 533 631 613
741 803 765

589

238

7,332

6,203

4,835
4,582 4,542 4,708 4,832

5,115 5,204 5,308
5,052

4,335
4,089 3,983 4,064 4,226 4,318

501

△297
△244

33
74

134 148

210 228 229

73

△ 364

△ 291

17

98

233
292

9/3期 10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期



業績推移第2章
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（億円）

構造改革継続、22/3期から営業黒字基調
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賃貸 開発（旧建築請負） その他 営業利益

リーマンショックの影響により、
2期連続の営業損失

中長期的に安定的な収益体質を目指し、
賃貸事業中心のビジネスモデルにシフト

施工不備問題
の発覚

構造改革の継続

コロナ影響
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4,106 4,213 4,355

4,263
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3,914
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入居率推移第2章

90.51%

93.72%

84.33%

83.07%
81.72%

85.10%

88.83%
88.03%

87.57%

89.00%
89.60%

90.35%

75%

80%

85%

90%

95%

9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期(計画) 27/3期(計画) 28/3期(計画)

91.66%

93.72%

84.33%
83.07%

81.72%

85.10%

88.44%

75%

80%

85%

90%

95%

6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期

実績 計画

施工不備問題の発覚により、下落基調に

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、
低い水準で推移

構造改革に継続して取り組み、回復基調に転換

回復基調に転換
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入居率推移第2章

90.51%

93.72%

84.33%

83.07%
81.72%

85.10%

88.83%
88.03%

87.57%

89.00%
89.60%

90.35%

75%

80%

85%

90%

95%

9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期(計画) 27/3期(計画) 28/3期(計画)

91.66%

93.72%

84.33%
83.07%

81.72%

85.10%

88.44%

75%

80%

85%

90%

95%

6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期

実績 計画

施工不備問題の発覚により、下落基調に

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、
低い水準で推移

構造改革に継続して取り組み、回復基調に転換

上がりきれてない空欄が賃貸事業の成長枠
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マーケットデータ（日本の将来推計単独世帯数）

単独世帯数は、今後も堅調に推移する見通し

*平成30年（2018年）国立社会保障･人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」より

（千世帯）

14,457

16,785

18,418
19,342

19,96020,25420,23319,944

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2005 2010 2015 2020

（予）

2025

（予）

2030

（予）

2035

（予）

2040

（予）

25歳未満 25歳～34歳 35歳～64歳

65歳～74歳 75歳以上

第3章

14,457

16,785

18,418

21,151

22,962
24,036

24,503 24,418
23,902

23,301

2005 2010 2015 2020 2025

（予）

2030

（予）

2035

（予）

2040

（予）

2045

（予）

2050

（予）

20



26,306 
27,230 

51,333 

59,313 

40,088 

35,572 

42,223 

38,826 

61,261 

58,427 

36,085 

29,686 
32,527 

26,085 

59,960 

75,118 

41,700 

36,102 

44,846 

36,253 

65,354 

58,954 

33,809 

29,691 

35,191 
32,707 

70,491 

87,535 

42,903 
41,725 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

2023 2024 2025

留学 就労者

第3章
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マーケットデータ（新規入国者数の推移）

新規入国者数の推移

* 出入国在留管理庁 「国籍・地域別 新規入国外国人の在留資格」より

（人）



第3章
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外国籍利用戸数

29,350 30,118 
30,211 31,061 

32,106 
33,321 

33,305 

36,517 

33,842 

32,071 
31,537 

33,201 
31,248 31,335 31,537 

32,530 
35,050 

36,816 

38,389 

42,352 42,373 
43,322 

43,659 

47,565 47,651 49,114 
50,109 

54,648 

55,475 

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3

期

個人契約 法人契約

26/3期

（戸）

全体の11.9%を外国籍（法人社員含）が利用

法人契約 26/3期1Q末：55,475戸個人契約



地域共存
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第3章

地域創生の為の協定

締結日

目的

：2025年1月29日（水）

：大阪府における外国人材の受け入れ促進と定着支援

：2025年5月27日（火）

：熊本県における外国人材の受け入れ促進と定着支援

締結日

目的

：2025年7月17日（木）

：茨城県の県北臨海地域における外国人材の受け入れ促進と定着支援

締結日

目的

：2025年6月27日（金）

：高知県における外国人の受け入れ促進と定着支援

締結日

目的



法人業種別利用戸数
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第3章

入居者の約65％を法人契約が占める

10,53810,20611,03510,65910,440 10,17410,96310,51010,51114,21513,85614,82614,48914,23313,75014,96614,71214,465
28,90427,57029,09328,00127,15826,12128,43427,50326,923
27,950 26,749 28,830 29,084 27,602 26,362 28,645 30,267 28,498 
37,79636,67338,41236,33534,93134,40936,81036,27535,684
36,47636,06939,39637,69036,54235,77139,64037,87237,032
38,46141,558 46,98448,41850,64052,55158,25758,35460,271
57,12854,90558,23858,46861,00560,641

63,09563,19564,661

2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

21/3

期

22/3期 23/3期

運輸業

飲食・宿泊業

サービス業

その他

製造業

卸売・小売業

派遣・業務請負

建設業

法人

64.6%

（308,613戸）

個人

28.8%

学生

6.6%

58,238 63,095 67,682 70,694 71,807

46,984
58,257

65,392 67,012 68,086

39,396

39,640

40,264 39,247 40,31338,412

36,810

37,826 37,013 36,17928,830 

28,646 

29,663 29,767 30,931 
29,093

28,434

28,825 28,423 29,273

14,826

14,966

15,541 17,453
21,112

11,035

10,963

11,108 10,873
10,912

266,814

280,811

296,301 300,482 
308,613 

21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期

法人業種別利用戸数

属性別利用戸数

（戸）



成約家賃単価推移 付加価値
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第3章

85

90

95

100

105

110

115

9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期

「必要な場所に、必要な戸数を、必要な時期に」

コロナ影響施工不備問題の発覚 プライシング戦略の実行入居率改善の実行

成約単価
（17/3月期 4月を100とする）



数値計画
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第3章

プライシング戦略とコスト適正化、
戸当たりの利益最大化を図る

成約家賃単価（指数）

108 109 109 109

25/3期 26/3期 計画 28/3期 計画

入居率

27/3期 計画

85.56% 85.95% 86.87% 87.56%

87.57% 89.00% 89.60% 90.35%

期中平均

期末

入居率
成約単価

（17/3期4月を100とする）

25/3期 26/3期 計画 28/3期 計画27/3期 計画

90

95

100

105

110

115

75%

80%

85%

90%

95%

100%

9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月

21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期 計画 27/3期 計画 28/3期 計画

入居率 成約単価

入居率・成約家賃単価の推移
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数値計画
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第4章

管理戸数の減少抑制と更なる賃貸の活性化

受注棟数 受注戸数

管理戸数の推移

25/3期

546,000戸

26/3期 計画

540,000戸

27/3期 計画

537,000戸

28/3期 計画

533,000戸

34

80

140

250

25/3期 26/3期

計画

27/3期

計画

28/3期

計画

526

1,100 

1,900 

3,500 

25/3期 26/3期

計画

27/3期

計画

28/3期

計画



通期受注計画に対する進捗
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第4章

0% 25% 50% 75% 100%

受注高

受注戸数

受注棟数

1Q結果。通期受注計画の達成へ好調なスタート

1,100戸

80棟

10,000百万円

37.5%

40.8%

41.0%

30棟

449戸

4,104百万円

進捗率26/3期1Q 実績 26/3期 通期計画
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財務戦略第5章

レオパレスパワー
750,000株

金利：14.5%/年
担保：不動産、

 有価証券等
1億6,300億株 相当

みずほ銀行

・Tibor+2.50%

・無担保、無保証

自己株式TOB
1.3億株

新株予約権取得
2,600万株

505,500株

8,450万株

第三者割当増資

120億円

子会社優先株式

150億円

新株予約権付きローン

2020年

2025年

ローン 300億円 新株予約権 2億円

リファイナンス TOB・取得 取得

5,050万株

売却
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コミットメントライン契約の締結第5章

株式会社みずほ銀行との間で
コミットメントライン契約を締結

目的

◆借入極度額 ：100億円

◆契約締結日 ：2025年７月31日

◆契約期間 ：1年間

当社の持続的な成長に向けた資金需要に対し、
機動的な資金調達手段を拡充するとともに、財務基盤をより一層強固なものにするため

概要

* 2025年7月29日付「コミットメントライン契約の締結に関するお知らせ」

https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08193/a9b0cb4d/fe99/40b2/b567/95a1b1c67977/140120250729522506.pdf


33

株主様への還元第5章

24/3期に復配、25/3期に増配を実現
28/3期配当性向30％目標、安定配当の継続を目指す

中間配当 期末配当 合計 配当利回り 配当性向

24/3期 - 5.00円 5.00円 1.0％ 3.8％

25/3期 5.00円 5.00円 10.00円 1.7％ 17.8％

26/3期
(予想)

5.00円 5.00円 10.00円 - 28.5％

25/3期
配当性向

17.8%

28/3期
配当性向

30%
（目標）



レオパレス21について
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サステナビリティ推進   

第2章

第1章

第3章

第4章

第5章

第6章



生産性の向上

DXの促進 ～生産性の向上～

スマートロック導入

現在約31万世帯は

業界最大規模

第6章

35



CO2排出量削減 Scope3
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「LGLPガス」「LPWAサービス」「LP電気」
CO₂排出量実質ゼロの賃貸住宅経営が可能に

*¹ LPWA：Low Power Wide Area

レオパレスグリーンLPガス

LPガスのバリューチェーンにおいて発生する温室効
果ガスを、カーボンクレジットで相殺（カーボン・オフ
セット）することで、LPガス使用によるCO2排出を
実質ゼロにする事が可能。

LPWAサービス*1

本サービスにより、ガス供給事業者は24時間のガ
ス利用監視や閉開栓の遠隔操作が可能となり、 
検針の人員採用が不要に、入居者様の安全性
及び利便性が向上。

第6章

レオパレスグリーン電気

アストモスエネルギー株式会社が供給する｢レオパレス
グリーン電気｣を、「マンスリー契約」・「水光熱費込み
プラン」より提供を開始。

「LG電気」は、非化石証書とセットとすることにより、
CO₂排出量を実質ゼロにしたエネルギー。



再生可能エネルギー
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第6章

太陽光発電事業、約7,000万kWhの発電

◆ オーナー様が所有するアパートの屋根を借り、
当社が太陽光発電システムを設置。

◆発電した電力は、一部アパ―トの共用部分で
使用するほか、子会社であるレオパレス・パワー
を通じて売電。



災害発生時は、行政からの要請により当社物件を提供することに加え、
他社と提携して被災地を『住』の面から支援

災害発生時の取り組み
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第6章

全国で賃貸住宅を提供する当社と、災害発生時に被災地で復旧活動に取り組む大林の協業に
より、BCP対応機能を強化。

2024年1月1日に発生した能登半島地震の被災者支援を目指し、タクシー事業を展開する第
一交通産業グループと提携。
第一交通産業グループとの協業で、タクシー乗務員などの雇用創出、賃貸住宅の提供で、被災
者の生活再建を支援。

◆第一交通産業グループとの提携による、能登半島地震被災者支援

◆大林組と災害発生時協定書を締結



レオパレス21 奨学制度
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レオパレス21 奨学制度

第6章

支給内容
在籍する学校、学部、
学科の正規の在学年数

①物件の無償貸与 最大120万円/年

②給付型奨学金 36万円/年
支給期間
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大会場

B会場

レオパレス21

8848

証券コード

ご質問等がございましたら、当社ブースまでお越しください

出入口

出入口



■投資家情報・サステナビリティに関するお問い合わせはこちら

© Leopalace21 Corporation. ALL RIGHTS Reserved.

TEL：050-2016-2907

*受付時間：9:00-18:00（土日祝日および当社休業日を除く）

株式会社レオパレス21 経営企画部 広報IR課

E-mail：ir@leopalace21.com


